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■はじめに
　1980 年代半ば頃から新しい形で注

目を集めることになってきた、福祉・環

境保全・まちづくり・国際協力などの、

地域の人々の自発的な諸活動は、「市民

活動」という呼び名で今日認識されるよ

うになっている。

「市民活動」の定義
　13 年前、筆者も 4 人の総括メンバー

の一人として参加した「ボランタリー活

動推進のための仕組づくりに関する調

査研究」（日本ネットワーカーズ会議）

では、そうした活動を「個人の自発的意

思による参加と運営にもとづいており、

個別私的な関心・問題意識から出発し

ながらも、何らかの社会性・公共性を

帯びた、民間非営利の、多様で一定の

継続性を持った諸活動」とした（中村 ･

渡辺、1995）。

　こうして、それらの活動は、地域社

会のなかでネットワーキングを推し進

め、より成熟した社会形成の基盤とな

ることを期待されてもきた。ＮＰＯ／Ｎ

ＧＯをめぐる近年の論議の高まりを、ま

ずはこのような文脈のもとで理解するこ

とが可能だろう。筆者は、この一連の

動きを、同時代の内外の地域の現場を

四半世紀以上にわたり歩き続けるなか

で「生活の場からの『地殻変動』」とと

らえ、ボランタリーな市民活動の現状や

意味、多様な社会的・経済的主体のネッ

トワークを運営主体として含みこんだ社

会・経済システムへの組み替えのビジョ

ンについて現場との往復運動のなかで

考えてきた（現在筆者が携わっている仕

事からいえば、コミュニティデザインや

社会デザインの構想ということになる。

http://www.rikkyo.ne.jp/z3000142/

sd/index.html 参照／下図）。

構想・政策提案をする新たな市民活動
　また、現在のボランタリーな市民活動

は、問題点の指摘や告発、あるいは反

対運動だけに留まらず、ではどうすれば

いいのか、そうするためにはどのような

構想、政策、それを実現する手段やプ

ロセスが必要なのかという点を、実際の

活動を通じて身をもって提案するととも

に、めざす状況を自ら創り出そうとする

ところに新しい特徴を見出すことができ

る。こうした特徴については筆者を含め

多くの論者が述べてきた（たとえば、中

村、1999）。すなわち、社会を変革する

力、イノベーションを起こす機能、コミュ

ニティを再編していく機能（コミュニティ

形成機能）、新しい政策や社会づくりへ

の提言・提案を含むアドボカシー（提言・

提案を含む一連の具体的アクション）と

いわれる機能等々に、ボランタリーな市

民活動の特徴を見出してきたといえる。

　このような文脈のもとで市民活動の

未来を見据えるとき、市民活動が主体

的に、あるいは単独で切り拓いていくべ

き課題解決の方向性とともに、欠かせ

ない論点となるのが他セクターとの関係

性の問題である。以下、本冊子の性格

を意識して、ここでは政府行政部門、と

りわけ地方自治体との関係におけるポ

イントを考えてみたい。

■協働についてあらためて考える
　市民活動と自治体との関係を考える

とき、やはり「協働」ということばが使

われる場面が広がって久しい現状から

出発することが必要だろう。いまや（地

域）社会の運営にあたっては、NPO/

NGOを含む住民･市民の多様な諸活動、

あらゆる面で自らの革新を求められて

いる政府行政、地域社会と消費社会の

大幅な変動への対応を迫られる民間企

業、などによるネットワーキング、パー

トナーシップ、コラボレーション等々、「協

働」関係が不可欠だとさえいわれるよう

になっているのである。

「協働」に係わる認識不足が課題
　だが現実には、その意義と目標設定、

原則・方法・条件、判断や評価の基準、

具体的な事業内容などは必ずしも明確

ではない。「協働」のための「協働」（「協

働」の自己目的化）やたんなる流行とし

ての「協働」がはびこる所以である。そ

こには、協働に至る社会的背景や協働

の担い手・パートナーに関する認識不足

が横たわっているように思う。そこから、

（狭義での）「支援」と協働の見分けが

市民活動、行政双方においてついてい

ないといった事態も起こってくる。筆者

の関心事である「コミュニティデザイン」

をどのように進めるのか、また、異なる

社会セクター間での協働と同様に住民・

市民の組織相互の協働を重視したい、

という点からいえば、上記は何としてで

も乗り越えていきたい状況といえる。

市民活動に期待される触媒作用
　おなじみの「政府の失敗」「市場の失

敗」＊１にふれ、政府行政部門、民間営

利部門、そして市民活動を含むサード

セクター＊２を平面上に並べてみても、今

後の社会デザインのなかでのそれらの

位置関係は明らかにならない。図１に見

るように肝腎な点は、人びと自らによる

第３の部門が、政府行政と民間営利企

業とコミュニティ（地域性にもとづく側

面のみならず、成員の協同性を基盤とし

た側面も含めて考えたい）との間にあっ

＊１：主に公共経済学（および公共選択学）の
分野で使われ始めた言葉。

「政府の失敗」とは政府行政部門がその政策実
施（とくに経済政策）を行う際に、意志決定や
組織運営上の問題（いわゆる「官僚的」になる
こと）から非効率性をもたらしたりして、結果
的に意図した効果をもたらさないことをさす。

「市場の失敗」とは、独占などの不完全競争や
公害などの弊害がおきたり、ただ乗りする人が
でてくるなどして市場メカニズムがその機能を
発揮できずに非効率をもたらすことをさす。ま
た、場合によっては、格差や福祉問題など、市
場メカニズムでは本来的に解消できないことも
意味することがある。
＊２：日本では第３セクターとは行政がつくる外
郭団体のようなイメージが強いが、本来は政府
行政部門を第１セクター、民間営利部門を第２
セクターとし、そのいずれにも属さない市民の
自発的で非営利の活動を第３セクターと呼ぶ。
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て、コーディネート役を果たすことが期

待されているということである。それは

たんなる調整役ではなく、ちょうど、周

りに化学反応を生み出していく触媒のよ

うな役割ともいえよう。政府行政も民間

企業も問題を抱えているから、これか

らは市民活動が主役となる時代だという

単純な図式ではなく、21 世紀は各セク

ター間、それらに属する多様な組織間、

そしてコミュニティも視野に入れたさま

ざまな場の間に形成される協働関係が

社会デザインの鍵となる。

　市民活動は現場性を強くもつがゆえ

に、その触媒作用によって、政府行政

や民間企業、そしてコミュニティに刺激

を与え、アドボカシー機能を発揮してそ

れらの革新（イノベーション）を促すと

ともに、変化する時代と社会のなかで、

課題解決の担い手が不明確になってい

る問題領域の場（そこにこそ、緊急の

やむにやまれぬ問題が発生している場）

で自ら動き、社会的な財・サービスの提

供を行う。

協働の意義と目標、原則
　協働の意義と目標としては、①情報

の共有によるより的確な活動展開、②

多様な社会的資源（資金、人材、物財、

情報、ノウハウ、信用等）のより効果的・

集約的な活用による社会的課題への対

応、③単独では対応できない社会的課

題の解決、④この後述べる協働の原則

に則って進む場合、協働する組織双方

にとって、新しい外部環境により適合し

た組織革新が期待できる、などが考え

られる。

　協働の原則としては、たとえば、①

異質性—行動原理・組織原理等の相違

（の認識）、②対等性—具体的な計画の

推進過程における対等な関係、③有期

性—癒着に陥らないため、一定の期間

ごとの関係性の見直し（具体的な計画ご

との関係の更新）などが重要となろう。

　協働関係の構築にとって、相互理解、

情報公開、協働の目的の具体化・明確化、

協働の基準と手続きの確立、（事業）評

価方法の確立といった点は特に留意す

べきものである。

協働に必要な姿勢とフレームの変革
　協働は、住民・市民主体の「コミュニ

ティデザイン」へ向けて有効な方法であ

る。現在多々問題を抱えている「ＮＰＯ

と行政との協働」に一面化せず、組み

合わせはどうあれその過程において、た

えず地域や社会の変革（および前提とな

る協働の担い手の自己変革）が追求さ

れているのかどうか、を試金石とするべ

きであろう。

　少なくとも現時点において、市民活動

と自治体とは、「協働事業のパートナー」

といった関係にはまだないのではない

かと考えられる。一つには市民活動の

実力の問題がある。しかし同時に、現

状、たとえば「随意契約」による委託

や、他方依然として広く薄く式の補助が

多く、そもそも「市民参加」の安価な担

い手への「支援」といった性格の事業

が多いという自治体側のフレームの課題

も一方にある。

新たな公共の担い手たりうる市民活動
　このことは、評価の問題とも相俟っ

て、そもそも市民活動という存在の社会

的意義の根幹に関わる課題であること

を、より明確に意識するべきではないか。

市民活動は、安価であるという理由以

外に、本当に行政（や企業）には難し

い公共的・社会的事業の担い手たりう

るのか。また（そうした方向には少なく

とも社会的要請があるというのがこれま

での議論の趨勢であるのだから）そう

なっていくために、市民活動に求められ

ること、行政（や企業）に求められること、

社会的制度や仕組みに求められる改革

とはそれぞれ何であるのか。それらを一

つ一つ解き明かしつつ実践に移していく

プランの具体化が求められている。

課題解決のための四つの糸口
　糸口は少しずつ見え始めてはいる。第

一に、現時点で、データや実績の蓄積

は一定程度あるにもかかわらず、まだ開

示や共有の手立てが未成熟な、市民活

動に関する情報共有の場づくりである。

　第二に、現在試行錯誤を伴いつつ

も進んでいる協働の新しい試み事例の

集積と分析である。たとえば、都道府

県レベルからさらに政令指定都市レベ

ル、市町村レベルへと広がる市民活動

サポートや支援や協働をうたう施設の

運営に関わる実態分析があげられよう。

苦労しつつ市民参加の議論を積み上げ

て協働型運営方式を模索し、指定管理

者制度の現実と格闘しながら進む注目

すべき事例がいくつもあり（仙台市、京

都市、そして我らがさいたま市の事例な

ど）、それらを横断しながらの分析は急

務となっている。

　また第三に、中長期的に取り組むべ

き必須課題として、市民活動の活動・

組織運営・経営の実態、業務遂行能力、

専門性に関する評価の方法論や手法、

そして指標の研究開発があげられよう。

これまで筆者も含めて仮説的には述べ

られてきた市民活動の先駆性や共同性

や（市民的）専門性をより客観化できる

新たなものさしづくりのための協働こそ

緊急性をもっているはずである。

　第四に、よりマクロな議論とつながり

つつ、しかし重要なこととして、ソーシャ

ル・ガバナンス＊３の追究のなかでの、こ

のテーマの位置づけがある。いいかえ

れば、それこそが 21 世紀のソーシャル・

デザインの要諦の一つといっても過言で

はない。この議論のなかで、自治体に

おいては、これまで欠落しがちであった

議会や議員の役割を視野に入れた協働

の理論と方法論と具体的手法も進展さ

せるべきであろう。

あくまで現場に即して
　ただし、これらの議論は、想定する

具体例を明示せずに進めると容易に空

中戦に陥ってしまう。市民活動はもはや

抽象的な一般論で語れる実態ではなく

なっている。具体例にまつわる議論を詰

めながら、問題の乗り越えの方途を探る

という、当然だが地道な作業に帰着す

ることをあらためて確認しておきたい。

■未来へのキーワード
　最後に、未来へ向けて３つのキーワー

ドをあげておきたい（図２も参照）。１

つはソーシャル・インクルージョン（社

会的包摂）である。私たちの生活を脅

かすものとして生じているリスク（格差

拡大による社会的排除や現代的貧困、

医療・保健・福祉・環境・教育・家族等々

をめぐる荒廃や質の低下）にどのような

能動的対応ができるか、これがあらゆ

る社会的組織とその事業・活動にとっ

ての正念場となる。貧困、社会的排除

（social exclusion）は決して過去の問

題ではなく、それらの現代的な表われ

にたいして、私たちが生み出してきた諸

社会組織はどう対応できるのか、が問

われている。２つめには組織と活動の

サスティナビリティー（持続可能性＊４）

をどう確保するのかである。そして３つ

めに、ソーシャル・キャピタル（人間関

係資本、社会関係資本）を地域レベル

でどう醸成していくのか。人びとの協調

行動を導き出す社会的基盤として、人

中村陽一（なかむら・よういち）
立教大学法学部法学科教授。一橋大学社会学
部卒業。（株）新評論，日本生協連などを経て，
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同教授を経て，現職。NPO サポートセンター
理事，21 世紀社会デザインラボ代表理事，さ
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《引用・参考文献》
中村陽一・渡辺　元（1995）「日本におけるボ
ランタリー活動の現状と課題」『ボランタリー活
動推進のための仕組づくりに関する調査研究』
日本ネットワーカーズ会議
中村陽一（1999）「日本のＮＰＯ−２１世紀シス
テムに向かって」中村陽一・日本ＮＰＯセンター
編『日本のＮＰＯ／ 2000』日本評論社

と人との関係性から紡ぎ出される信頼

や相互扶助やネットワークといった側面

から注目されているこの概念をめぐって

は、町内会・自治会など地縁的な活動

ももちろん含めて、地域における多様な

市民活動の発展がなぜ重要なのか、ま

たどうすればそうした方向が導き出せる

のか、という大切な論点につながるだ

けに、現在、自治体レベルでも実践的

な調査研究や各種の模索が各地で開始

されている（私が関わっているだけでも、

さいたま市はもとより、三鷹市、相模原

市など枚挙に暇がない）。

＊３：従前、政府行政機関（ガバメント）が担っ
てきた公共性をもった事柄を、NPO やボランタ
リー組織などの市民が参加する形のガバナンス

（非政府的な組織も含めた秩序だったシステム
という意味で使われることが多い）が担うこと。

＊４：単発的・短期的に活動することに留まらず、
長期的かつ継続的に活動が続けていけること。
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　さいたま市では、その誕生当初から、
市民活動の活性化が必要であるという
認識があり、さまざまな計画において
市民活動の拠点整備および市民参加に
よる協働のまちづくりが掲げられてきま
した。（次頁表１参照）
新市建設計画で初見参
　浦和市・大宮市・与野市が合併する

にあたり、その合併協議会＊１が策定した

「新市建設計画」で、ボランティア活動

やＮＰＯ活動など市民の様々な活動の

支援を行うため、活動の拠点となる施

設の整備を進めるとして、市民活動サ

ポートセンターが挙げられました。

総合振興計画で前面に
　さいたま市のまちづくりの最上位計画

である総合振興計画＊２でも、その基本

構想・基本計画のそれぞれで、「市民と

行政の協働」がうたわれ、その実施計

画で「（仮）市民活動サポートセンター」

の整備が定められました。

　この総合振興計画自体も、公募市民

を加えた総合振興計画審議会で議論さ

れてつくられた＊３もので、公募市民の発

案がもととなった、その合い言葉「私た

ちがつくり、共に生きるまち」が示すよ

うに、市民と行政の協働が前面に出さ

れたものとなっています。

公共施設適正配置方針でも重視される
　総合振興計画に先立ち、'03 年 3月に、

公共施設の整備については、市民サー

ビスの維持・向上を前提しつつ運営面

での効率化を進めるとともに既存施設

の有効活用を図ることとし、市民誰もが

自由かつ選択的に利用できる施設を対

象に配置方針の検討が行われました。

これは、合併に際してつくられた「新市

建設計画」では十分に調整しきれなかっ

た諸施設を整理するものでしたが、ここ

でも市民活動を支援する施設の重要性

が認められました。

既存施設の転用も検討される
　市民活動サポートセンターの設置場

所について、'03 年度前半には、既存

施設の転用や民間施設の賃貸が検討さ

れましたが、最終的に浦和駅東口の駅

前につくられる10 階建ての建物（浦和

駅東口駅前地区第二種市街地再開発事

業）の公共部分（８〜 10 階部分）への

設置を検討することになりました。

導入機能の調整
　'04 年 8 月のサマーレビュー＊４で、浦

和駅東口駅前ビルの公共部分（現コム

ナーレ）の導入施設が、中央図書館、

市民活動支援複合施設、コミュニティセ

ンターとされました。

　この時点での市民活動支援複合施設

の機能は、下記の内容となっていました。

・	 ＮＰＯ等の市民活動の支援

・	 国際交流活動等の支援

・	 男女共同参画推進団体の交流

・	 高齢者等へのＰＣ操作等ＩＴ理解の

推進

・	 消費生活相談、消費者活動の支援

　さらに 9 月までに行政内部で導入機

能の調整が行なわれ、上記については

・	 男女共同参画推進団体の交流、消費

者活動の支援はＮＰＯ等の市民活動

の支援機能に含まれること。

・	 消費生活相談は浦和消費生活セン

ターが移転して担うこと。

・	 高齢者等へのＰＣ操作等ＩＴ理解の

推進は、ソフト事業とすること

キ
ー
ワ
ー
ド
は
「
協
働
」

・	 国際交流活動等の支援は、国際交流セ

ンターの設置とすることとなりました。

理想都市実現に向けた行動計画〜マニ
フェスト工程表〜
　'05 年 9 月に '08 年度までの４年間に

市が取り組むべき事業として、市長のマ

ニフェストの内容を具体化し、その実施

方針・取組の方向性、タイムテーブルな

どを示した行動計画を策定されました。

その短期目標（４年計画）で市民活動

サポートセンターの整備が、「今すぐに

やります」（'05 年度計画）事業として、

ワークショップ手法を導入したモデル事

業を実施するとされ、'05 年９月に「（仮

称）市民活動サポートセンターの整備

表１　さいたま市の各種計画における市民活動サポートセンターおよび市民と行政の協働
計画名 策定時期 言及ヶ所 言及内容

新市建設計画 2000 年 8 月 5 章「新市の施策」
　6 節「市民に開かれたまちづくりの推進」

「市民活動サポートセンターの整備」

総合振興計画・基本構想 2002 年 12 月 2 節「都市づくりの基本理念」 「市民と行政の協働」

5 節「実現に向けて」 「市民と行政の協働による都市づくり」

公共施設適正配置方針 2003 年 3 月 3「施設別の方針」
4「新市建設計画に位置づけのある施設
の方針」

10 市民活動サポートセンターとして整理され、「ボランティア
や NPO など、市民の多様な活動を支援し、その活性化を図
るための拠点機能として整備するものとし、他施設との複合
化や既存施設の有効活用、市民との連携による管理運営など
について検討する」と記されている

総合振興計画・基本計画 2004 年 3 月 3 部「都市づくりの進め方」
　1 章「市民と行政の協働」
　　2 節「市民活動の支援」

「NPO、NGO を含む多様な市民活動を支援する機能を充実し
て、情報提供や人材育成、相互交流など市民の主体性を尊重
しながら、その活動を支援する場を確保する」

同上部章内 1 節「協働による都市づくり」
　2「協働の推進」

　2「行政運営の各段階における協働
の推進」

「道路や公園の整備、地域イベントの開催などに関する事業
計画の策定段階において、ワークショップ手法をはじめ事業
特性に応じた形態を考慮しながら、協働による計画づくりに
取り組む」

総合振興計画・実施計画 2005 年 2 月 3 編「都市経営の基本戦略」
　1 章「市民と行政の協働」
　2 節「市民活動の支援」

具体的手法として、市民活動の場の充実が挙げられ「( 仮 ) 市
民活動サポートセンターの整備」が、また「活動情報の提供 ( 他
団体の活動状況、民間を含む各種支援制度の情報提供を含
む )」や市民活動の相互交流とネットワーク化の促進として「電
子会議室の設置・運営」・「活動情報の発信」などが記される

同上部章内 1 節「協働による都市づくり」
(2)「協働の推進」

2「行政運営の各段階における協働の
推進

具体的手法として、協働の仕組みづくりとして「各種委員の公
募の拡充」が、また協働による事業の推進として「協働によ
る計画策定、計画の進行管理、事業の評価」や「市民団体に
よる公共施設・公園等の管理・運営」などが記される

理想都市実現に向けた行
動計画
〜マニフェスト工程表〜

2005 年９月 今すぐにやります（2005 年実施） 番号 16「市民が交流できるワークショップ手法を導入した事
業の開始」が挙げられ、「モデルケースとして ( 仮称 ) 市民活
動サポートセンターの施設設備について、ワークショップ手法
を用いて施設のあり方を検討する」が記される

４年間でやります（短期目標） 番号 105「NPO やボランティア団体による様々な市民活動を
支援するため、( 仮称 ) 市民活動サポートセンターを整備する」
が挙げられる
番号 106「市民が交流できるワークショップ手法を導入した事
業を全庁的に拡充する」が挙げられる

4 年間にスタートします ( 中長期目標 ) 番号 112「NPO の活動を支援するための NPO 支援条例の制
定を検討します」が挙げられる

＊１：「市町村の合併の特例に関する法律」に
基づいて、関係市町村議会の議員、市町村長、
学識経験者などから形づくられる機関で、合併
後の大枠を定める「新市基本計画」を策定する。
＊２：｢ 地方自治法 ｣ を根拠として制定されるも
ので、長期的な展望に基づいて都市づくりの将
来目標を示すとともに、市政を総合的、計画的
に運営するために、各行政分野における計画や
事業の指針を明らかにする市政運営の最も基本
となる計画。さいたま市の場合は、その「基本
構想」が 2020 年度までの約 20 年を、「基本
計画」が '04 〜 '13 年の 10 年を計画年次とし、
それらを受けて５年ごとに行われる個別の具体
的な事業を実施計画で定めている。
＊３：現在の岩槻区を除いた各区で公募された
各 12 名の市民によってつくられた「市民懇話会」
から選ばれた市民が基本構想から基本計画づく
りにいたるまで、学識経験者や各種団体代表な
どと同様に参加した。とくに基本構想では公募
市民が多く参加したこともあって、多様な意見
をもった市民が合意できる市民参加が大きく扱
われることとなった面もある。
＊４：さいたま市において次年度の予算編成に
あたって重要施策を検討する会議。

に伴うワークショップ」を開始しました。

　なお、'05 年度から約２年間にわたる

「（仮称）市民活動サポートセンターの

整備に伴うワークショップ」の実施によっ

て得られたワークショップ運営のノウハ

ウを「ワークショップ運営の手引き」と

してまとめるとともに、同手引きについ

て理解を深めるための職員研修が実施

されました。

　また、'07 年 4 月に市民活動を支援す

るための条例として、「さいたま市市民

活動及び協働の推進条例」が施行され

ました。

さいたま市総合振興計画表紙

位置について

［協働の 760 日］　Overture ［協働の 760 日］　Overture
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市民活動支援室の設置
　'04 年 4 月に総合振興計画で示され

た市民活動の支援と市民と行政の協働

の推進を図るため、政策局政策企画部

コミュニティ課の課内に市民活動支援室

（以下、支援室）が設置されました。

　この支援室が、上述の総合振興計

画で定めた目的に関する指針の策定と

市民活動の拠点施設整備の２つの事業

を、市民との協働により並行して進める

役割を担いました。

「協働」の具体的なかたちづくり
　上記の指針は、公募市民５名を含む

17 名で構成された「さいたま市市民活

動推進委員会」で、'04 年８月から'05

年７月まで 13 回にわたって議論され、

パブリックコメントを経て策定されまし

た。その指針を受けて、'07 年４月には

「さいたま市市民活動及び協働の推進

条例」が施行されました＊１。

市民活動拠点施設の基本的考え
　一方、市民活動の拠点施設について

は、①市民と行政との協働により施設

を整備すること、②市民の自主的参加

により「自分たちがつくったサポートセン

ター」と実感できること、③市民活動を

行う（行おうとする）市民・団体に広く

活用される施設とすること、④施設整備

の検討過程において、市民交流の促進

が図れること、の４項目を基本的考えと

することになりました。

そ
う
だ
、
市
民
参
加
で
行
こ
う
！

市民参加によるサポートセンターづくりに向けて

参加者を広く一般公募
　市民活動拠点施設整備の基本的考え

方で掲げられた「市民と行政の協働」に

よる施設整備の具体的な体制づくりが、

'05 年度より支援室で検討されました。

そして、さいたま市市民活動サポートセ

ンター（以下、サポートセンター）整備

基本計画に、広く市民の意見や提案を

反映するため、'05 年 9 月 1 日から 15

日までを募集期間として、ワークショッ

プに参加する市民が公募されました。

　応募資格は、「15 歳以上で、市内に

居住、通学、通勤されている方又は市

内で市民活動を行っている（行おうとし

ている）方」でした。このゆるやかな条

件は、「正直、どんな人がくるか心配」（支

援室職員）だったものの、「できるだけ

多くの市民の方の意見・意向を聞きたい」

（同上）とのねらいによるものでした。

ワークショップと検討委員会の２本柱
　参加可能人数の限定もしていませんで

したから、何人が集まるかも確定できま

せんでしたが、市民が熱心に議論でき

るように少人数のグループに分けて、そ

れぞれに議論・提案したものを各グルー

プからの代表者と学識経験者・市民活

動経験者からなる「さいたま市市民活

動サポートセンター整備検討委員会（以

下、検討委員会）」において検討してい

く体制とされました。（※左下図参照）

活動時間によるグループ分け
　市民活動では、参加する市民が多様

であるため、その活動が可能な時間を

合わせないと会議も難しいと考えて、ま

ずは参加申込時に記入してもらった活動

時間帯をもとにグループ分けを行いまし

た。そして、支援室はグループリーダー

の求めに応じて、会議の場として市内の

公共施設（公民館、コミュニティセンター

など）を予約したり、必要な書類を送

付するなどのバックアップに徹しました。

ワークショップ活動の概要

２期に分かれるスケジュール
　ワークショップ活動は、'05 年９月の

発足から'06 年 10 月に提言書（後述）

を策定・提出するまでの第１期と、それ

以降センター開設（'07 年 10 月 25 日）

までの第２期に分けられます。それぞれ

に異なった体制で別々の内容を検討し

ました。

＊１：この条例は、市民・市民活動団体や事業
者と行政が「対等なパートナーとして、ともにま
ちづくりを進めていく」ために、基本的な用語
の定義、基本原則を定め、市民活動および協
働の推進を図るための施策として「市民活動の
拠点となる場を提供すること」などを定めたも
のである。また、調査審議機関として公募市民
を含む新たな「さいたま市市民活動推進委員
会」が設けられ、'07 年６月から活動が開始さ
れ、さいたま市の市民活動及びを推進するため
の様々な議論が行われている。

2004 4 April 2005  9 September

よ〜い、ドン！

平成16 年 平成17年

［協働の 760 日］　Act I ［協働の 760 日］　Act I
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第１回ワークショップ全体会

まずは体制づくり
　市が説明した前提条件について「壁

紙の色を選ぶ程度の余地しか残ってい

ない」との印象をもち、参加意欲をなく

した人もいたようです。

　しかし、それでも各グループごとに会

議を行い＊1 リーダーと検討委員会委員

（以下、委員）を選出しました。多くの

グループはこの両者が別の人となりまし

た＊ 2 が、その選出方法・位置づけ・役

割への戸惑いも見られました。この頃は

グループの参加者同士がよく知らないこ

ともあり、誰を選べばいいのかも分から

なかったからです。

整備検討委員会との関係で戸惑いも
　グループで出る意見は多様で、リー

ダーや委員が集約することは難しいもの

でした＊３。それに加えて議論を深める

時間が足りなかった面もありました。

　また、検討委員会では、事前にグルー

プ内で議論のなかった議題がでてくるこ

ともあり、出席した代表はグループ意見

と個人意見の区分けに苦労したといいま

す。そのような検討委員会での議論が市

民の最終的意見とされるのは「変な図式」

（田中リーダー）との感も残りました。さ

らに検討委員会ででた複雑な議論・概念

をグループで共有することは難しく、そ

の情報伝達に大きな労力が必要でした。

　ワークショップに応募した市民 49名
（当日出席 36名）に、浦和駅東口駅前
地区第二種市街地再開発事業と市民活
動サポートセンター整備の基本的考え
方などが説明された後、５グループに分
かれてワークショップを行いました。
示された基本的考え方と前提条件
　基本的考え方は、①市民と行政との

協働による整備、②「自分たちがつくっ

たサポートセンター」と市民が実感でき

る、③市民活動を行う（行おうとする）

市民・団体に広く活用される、④施設

整備検討過程で市民の交流が図れるこ

とでした。

　また、前提条件として①建物の柱は

移動できない、②施 設内は極力、天

井までの間仕切りを設けず開放的なス

ペースとする、③会議室は設けず（10

階にできる予定の）コミュニティセンター

会議室を活用することが示されました。

　そして、ワークショップの体制（前頁

組織図参照）、第１期と第２期というス

ケジュール（前頁参照）と、サポートセ

ンターの機能・サービス内容・設備・管

ワークショップ各グループの体制づくり

第１回ワークショップ全体会で配布された平面図。サポートセンター部分の大きさ、エレベータなど
の共通部分、トイレなどの位置が示されている他は柱のみの空間であることがよくわかる。実際にで
きあがったものとは事務スペースの位置が異なっている。

＊１：実際に会って話すことはスケジュール的
に間に合わなかったため、メールを用いて議論
が行われたグループもあった。その後のワーク
ショップや整備検討委員会の活動において、イ
ンターネットは大活躍したが、一方でパソコン
をもたない人は議論に参加しづらかったり情報
伝達が遅れたりする課題も見られた。
＊２：整備検討委員会は平日昼間に開催される
ので、平日昼間活動のワーク 21 以外はリーダー
と委員が異なるグループが多くなった。
＊３：各グループ活動は市民の多様な意見を出
すことが主眼だったが、市から例えば質問シー
トへの意見記入という形を求められるとまとめ
る必要性を感じてしまう。最終的に、各論併記
で提出したグループもあった。

＊１：送信用切手、文具類などが配布された。
＊２：考えたことをカードに記して、似た内容
のものをまとめて全体像を創造的に得る方法。
ワークショップの初期に行われることが多い。

理運営方法などが検討項目として提示

されるとともに、グループ内での通信や

会議への支援策＊１が発表されました。

ワークショップ・グループセッション
  その際、出席者からは、活動時間によ

るグループ分けに対する不安や、前提

条件を設けず白紙の状態から協働で進

めたかった、等の意見が出されました。

  その後、グループに分かれ、いわゆる

ワークショップ手法の一つである KJ 法
＊２を用いて、サポートセンターに必要な

機能について参加者の考えや要望を自

由に出し合い整理した後、最後にグルー

プの名称と仮リーダーを決めました。

・ワーク 21：平日昼間・（p.32)

・夢工房：平日昼間・(p.33)

・コスモス：平日夜間・(p.34)

・やおよろずの会：平日夜間・(p.35)

・休日返上グループ：休日昼間・(p.36)

(2005 年 9 月 25 日：彩の国８番館 )

第１回整備検討委員会

　ワークショップグループ（以下、
WSG）からの委員選出ののち第１回整
備検討委員会が開催され、市からの計
画概要とスケジュール、検討体制の説
明を受けて議論を交わしました。
オープンスペースに関する議論
　10 階の浦和コミュニティセンターとの

役割分担ともからんで、会議室などの間

仕切りを設けるかどうか議論が行われま

した。市からは、できるだけオープンに

したいが議論・意見によっては間仕切り

なども考えられるとの回答がありました。

「市民活動」の共通認識を
　WSG 代表者から、様々な意見があり

ましたが、まずは「市民活動」について

の共通認識をもたないと「英語とフラン

ス語で話しているよう」（中野委員）と

の意見が出ました。

　「自分の活動のため」に必要な機能の

希望を出すのでなく、「どういう場所にし

ていかなければいけないか」（中村座長）

を紡ぎ出すことが必要だろうとの方向で

議論しました。

　そして、市民活動サポートの具体的な

イメージをつかむために、かながわ県

民活動サポートセンターを見学すること

を決めました。

（2005 年11月18日：市民活動ひろば＊４）

＊４：市民活動支援室内に、市民活動団体が
会議や印刷作業をするために設けられていた施
設。支援室移転に伴い閉鎖された。

サポートセンターづくりの市民参加を紹介した埼玉新聞記事（2005 年 11 月 20 日）

2005 9 September 10 October 11 November

整備検討委員会委員名簿は    

［協働の 760 日］　Act I ［協働の 760 日］　Act I
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かながわ県民活動サポートセンター視察第２回整備検討委員会　

　市内のコミュニティセンターや公民館
の現状、他市の市民活動支援施設の概要
紹介とともに、対象とする「活動」や「市民」
の範囲、ワークショップでの検討事項が
議論されました。

「市民活動」とは？「市民」とは？
　公共的な施設として対象とする「市民活

動」の範囲について議論されました。政

治・宗教や営利活動との線引きをどう引く

かで、基本的には NPO 法の枠組みが参

考になるにしても、例えば趣味のサーク

ルは公益活動か？というように「公益とい

うことが一番難しい」が「原則として、よ

ほどのことがない限り、排除はしないほう

がいい」（東委員）という方向でおおむね

一致し、「市民・公益活動ではなくて、市

民公益・活動」（中村座長）と考えたいと

の意見も出されました。これは、実は開

設されてからも課題となり続けています。

　また、この施設は「市民活動団体の市

民活動団体による市民活動団体のための

サポートセンター」ではなく、｢ 市民のた

めの施設」となるべきで市民活動を既に

している人、興味はあるが関わり方が分

からない人、興味も知識もない人、の３

つのカテゴリーの市民＊１にそれぞれ対応

できる機能を持ちたい（北川委員）との

意見もでました。

「小委員会」の誕生
　機能、サービス内容、設備、施設配置

の検討を担うワークショップの全体会に向

けた細部の詰めを行なうため、５人のグ

ループリーダーと矢ケ崎職務代理者によ

り小委員会を構成し、検討委員会の合間

に活動することになりました。

（2005 年 12 月14 日：市民活動ひろば）

　まずは類似機能をもった施設の様子

を学びたいということで、整備検討委員

会委員およびワークショップメンバーの

うち 24 名が参加して、横浜市神奈川区

にあるかながわ県民活動サポートセン

ター＊１を視察しました。

　1995 年６月の整備方針決定から翌年

４月のオープンまで異例の早さで進んだ

こともあって、あみ出された「歩きなが

ら考える」という運営方針は、市民参

加手法を用いて検討しているさいたま市

のサポートセンターと通じるものがある

との意見も聞かれました。

（2006 年 1 月11 日）

小委員会活動の実際

　検討委員会では、サービス内容、ワー
クショップの進め方など、大人数で議論
を深めることがしづらいものについて、
時間的にも制限のある検討委員会を補
うために小委員会を組織し、重要な役
目を担いました。
ワークショップと委員会をつなぐ
　小委員会は、「ワークショップがどう

やったら面白くなるか」という議論から、

「提言書の用語や “書きぶり” を揃える

作業」まで、全部で 7 回、3 〜 4 週間

に一度の割合で開かれました。

　当初、ワークショップ全体会の企画・

運営、参加者アンケートの実施、提案

事項および資料の整理などをして、検

討委員会とワークショップとの橋渡しの

役割を担っていました。

提言書素案作成も担う
　その後、提言書の素案作成の仕事が

増え、新たに５人の委員が加わって、提

言書の骨子となる基本的な考え方を整

理して検討委員会に提案し、逆に、機

能やサービス内容・設備については、

検討委員会で再度議論を深めてもらうよ

う要請するなど、提言策定に向けて実

働部隊として話し合いを重ねました。小

ワークショップ各グループの活動

　各 WSG は、リーダー・検討委員も決

まり、第２回ワークショップ全体会での

発表に向けて基本的な考え方や必要な

機能などの議論を本格的に始めました。

　各 WSG とも、この '06 年 11 月から

'07 年１月中旬にかけてが最も活発に会

議を行っています。ただし、年末年始

にもかかり、多忙な人びとが実際に多く

集まることは難しく、各 WSG とも３〜４

人ほどが参加するのがせいぜいというこ

ともありました。それを補うべく、やは

り電子メールなどが活用されましたが、

＊１：「休日返上グループ」が名付けた分類で、
市民 A= 既に市民活動を行っている人々、市民
B= 市民活動に関心をもっているが、活動をして
いない人々、市民 C= 市民活動への関心とは関
係なくふらりと立ち寄る人 と々して、分析に便利
な用語として使われていた。

WSG 内での合意形成はたいへん困難で

した。

　この理由としては、メンバーが多様で

あり目的も違うため「話し合っている内

容が最後までかみあわない感じ」や、じっ

くり下から議論を積み上げていきたいの

に市や検討委員会から指示された検討

事項を処理をする形になりがちで、あ

たかも「敷かれたレールの上を進んでい

る」感じがしたという声も複数のワーク

ショップメンバーから挙げられています。

＊１：ボランタリー活動の総合的支援のため、
1996 年４月に横浜駅近くのかながわ県民セン
ターの６階から11 階に開設された。

かながわ県民活動サポートセンター見学の様子

かながわ県民活動サポートセンターでの質疑

　5つのWSGが、それぞれに形式に
工夫をこらして機能・サービス・設備・
施設配置の提案を発表しました。
整理された提案内容
　WSG からの提案は、５グループ共通

提案と、独自提案に整理され、その後

の検討の基礎資料となりました。（詳細

は 37 〜 38 頁の表を参照）

○	共通提案 : 印刷室、情報 発信コー

ナー、個別相談室、交流スペース、

イベント・活動発表コーナー

○	独自提案 : メールボックス・レターケー

ス、授乳室、給湯室・自販機コーナー、

インフォメーションボード、機材貸出

し、庭園の活用など

多彩な発表の様子
　各 WSG は、PowerPoint を用いたプ

レゼンテーションを行ったり、寸劇形式

でテーマを象徴的に示したりと個性的

でした。その持ち時間が短かったため、

発表が完全に終えられない面もありまし

たが、自分たちで時間管理も行って、ほ

ぼ予定時間内に済ませられました。

（2006 年 1 月 28 日：彩の国８番館）

　第２回ワークショップ全体会と同日
に開催され、検討委員の多くはワーク
ショップ全体会を傍聴していました。そ
して、各グループの提案をめぐって議論
しました。
多様な市民が等しく息する施設に
　とくに NPO などと地縁団体、「市民

B＊１」「市民 C＊１」などが「等しく息をす

るような」センターが出来たら特色ある

施設になる（中村座長）と評価されまし

た。一方で、「市民 C」を呼び込む大変

さ、「この立地条件だとおそらく嫌という

ほど来る」中高生をどう捲き込むかが「必

ず大きなテーマとなる」（粉川委員）と

第３回整備検討委員会

第 2 回ワークショップ全体会

＊１：前ページ注参照。
＊２：指定管理者制度とは「公の施設」の管理
を民間法人（企業・NPO 等）が行える制度であ
り、管理を行う団体のことを指定管理者という。

の意見もありました。ほかに、WSG か

らはあまり提案されなかったレンタル機

材は、他の類似施設の状況からみて必

要だろうとされ、一方で WSG から提案

のあった庭園利用は市から法的・技術

的に難しいと説明されました。

　また、管理運営方法についても議論

が行われ、指定管理者制度＊２も検討さ

れることにしました。

（2006 年 1 月 28 日：彩の国８番館）

コスモスによる寸劇形式の発表。野宿労働者が
サポートセンターに現れ、抽象論に優れるが現
場や人を知らない市民団体と現場を知っている
地縁団体が協力して、よりよい生活づくりに向
けて解決するという筋立てだった。

やおよろずの会による施設機能提案

委員会で問題点を整理し、必要な資料

を手配することで、過密スケジュールの

中で、議論を深めることができました。

開かれた小委員会
　小委員会は飛び入り歓迎の開かれた

会でしたので、ワークショップリーダー

や参加者も一緒に話し合いました。時

には、拡大小委員会として、浦和駅東

口開発課や設計担当者などの出席を求

め、より具体的で突っ込んだ議論をしま

した。特に、施設配置に関しては、設

計図面と模型を見ながら、意見交換を

し、「提案を最大限入れた案」と「設計

者案」を検討委員会に提出するよう依

頼するなど、検討委員会に具体的な検

討材料を提供しました。また、管理運

営についての議論では、検討委員会で

の議論を整理し、委員やワークショップ

グループからの提案をより詳細に検討

し、検討委員会での議論を補完する役

割も果たしていました。

（2005 年12月28日〜’06 年 5月17日）

2005 12 December 2006 1 January
平成18 年
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　検討委員会から示された管理運営方

式についての質問＊１に対して、各グルー

プが提案する、開館時間、休館日、館

内での販売、管理運営方式等について

発表と協議が行われました。

  提言書で示される 3 つの理念、すな

わち①市民に対して開かれた、②市民

の提案を受け入れながら市民とともに成

長する、③市民にとって集まりやすく居

第 3 回ワークショップ全体会第４回整備検討委員会

第５回整備検討委員会

ワークショップ全体会を受けて
　検討委員の半数ほどが傍聴したワー

クショップ全体会終了後に開催され、小

委員会の議論を経て提案された３つの

理念、６つの機能などの基本的な考え

方と、機能、サービス内容・設備、管

理運営について検討を行いました。

　基本的考え方などについては提案通

り了承しましたが「この２年間の論議が

ちょっときれいに整理され過ぎているか

なという印象がある」（東委員）との声

もありました。また、キッチンについて

も第４回に続いて議論となりましたが結

論は出ませんでした。ただ、「あったら

いいね的なもの」（粉川委員）は費用対

効果も考えて慎重に検討すべきというこ

とを基本的に確認しました。

ルールの大枠は確認される
　休館日は年末年始のみとすることと、

市民活動に関わる物品販売を認めるこ

と、ロッカーなどは独占利用がないよう

配慮が必要ということはワークショップ

各グループにほぼ共通していた＊１のでこ

こで確認しました。

管理運営主体は議論百出
　WSG でほぼ共通した意見は、管理運

営は当初は公営で行い、３年ほどで見

直し、可能なら民営とするが市民参加

の運営協議会が積極的に関わるべきと

いうものでした。しかし、他事例をみる

　施設の基本的考え方についてのWSG
からの意見をまとめたものや、その提案
で共通したものと独自のものを小委員会
と市民活動支援室が整理した資料＊１を
用いて活発な意見を交わしました。
開かれ成長する施設を基本的考え方に
　第２回に続いて施設の公益性を議論

し、物品販売や宗教・政治活動につい

て、より具体的な検討を行いました。最

終的には、NPO 法の趣旨を基本線とし

たルールを持ちつつ、制限を限定的に

狭い意味で解釈し、例えば市民活動団

体が行う一時的な物品販売は認めるな

ど、運用面で柔軟に対応することにしま

した。

　また、施設・設備や提供サービスに

ついても、WSG が共通して要望する基

本的なものを揃え、その後、徐々に必

要に応じて加えていく方向を確認しまし

た。WSG で共通しない提案、例えば、

ボランティア人材情報提供サービスにつ

いては、機能として入れるのではなく「運

用の中で、こんなこともアイデアとして

あるね」（粉川委員）と示唆するかたち

で整理を行いました。

　ほかに、キッチン／カフェ機能（営利

ではないもの）について、特定の事業

者に利用を任せると既得権益が生じか

ねないという問題もある＊２ので、当初か

ら設けないものの、最小限の設備の余

力は備えておくこととしました。

＊１：例えば、下図のように、まとめた資料が出
さ れ た。（http://www.city.saitama.jp/www/
contents/1190628036828/index.html に 掲
載されている）
＊２：長期にわたった場合。ただし、年限を区
切って行うことについては大きな異論は出され
なかった。
＊３：質問票には、「最初から民間が運営を担
当するほうがよい／最初は行政が運営を担当し
て徐々に運営業務を民間に引き継いでいくほう
がよい／ 行政が運営を担当するほうがよい」と
いう選択肢が例示された。

＊１：アンケートで示されたことに対して、急に
こういう形で問われても、との声もあったが、
それぞれに努力してとりまとめた。

＊１：コスモスのみは週１日の休館日が必要との
意見。

基本はオープン＆プライバシーに配慮
　全てオープンな空間では、個別の相

談などプライバシーに配慮する必要の

ある利用ができなくなるとの指摘があ

りましたが、すでにオープンスペースを

基本として建築計画が進んでいるため、

消費生活センターと相談室を共用する

方向で議論を進めました。

　なお、屋上庭園の利用については、

建物全体の共用部分であるため、困難

はあるものの、この時点では市民活動

サポートセンターでの独自利用が不可能

ではないとの説明が市からありました。

WSG に管理運営の意見を聞くことに
　サポートセンターの管理運営について

は、WSG にアンケート形式で質問を行

い（開館日・時間、物品販売の可否、メー

と運営協議会的なものが責任をもって

運営するのは難しいし、途中での見直し

が頓挫した事例が多くある「棘の道」（粉

川委員）だとの意見が出されました。

　最終的に、管理・運営の業務を「も

う少し精密に腑分けした上で議論してい

く」（東委員）との意見もあり、「日常

的な管理業務と、ルール決めやイベン

ト実施などの業務に分け」（平委員）る

ことも考慮し、厳しいスケジュールの中、

管理運営は再検討することにしました。

（2006 年 3 月18 日：彩の国８番館）

ワークショップ各グループの活動

　WSG では、スケジュール通り支援室

や検討委員会から出される「宿題」をこ

なすのに精一杯という状況だったように

思います。サポートセンターに求められ

る機能やサービス、施設配置、管理運

営などについてどう考えるか、項目ごと

のシート（右図）が提示され、その枠

を埋めるために話し合いをしました。そ

うしたお膳立てのおかげもあって、限ら

れた時間と資源の中では、かなり具体

的にまとめることができました。ただ、

この時期でも会合参加率は高くなく、

WSG の総意や合意を反映するのは大変

でした。

ルボックス・ロッカーの必要性、管理運

営主体をだれ＊３が行うかという項目につ

いて、意見と理由を書いてもらう）、そ

の結果を待って議論することにしまし

た。

（2006 年 2 月 22 日：市民活動ひろば）

支援室から配布された意見まとめシート例

第４回整備検討委員会に出された資料。

心地が良いは、この時点で提案されま

した。

(2006 年 3 月18 日 : 彩の国 8 番館 )

2006 2 February 3 March

第５回整備検討委員会で提示された機能ゾーニング図

［協働の 760 日］　Act I ［協働の 760 日］　Act I
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第６回整備検討委員会

第１期のまとめとなる提言書づくり
　第１期ワークショップ活動のまとめと

して、検討委員会の小委員会を拡充す

る形でつくられた起草委員会が、5 月

26 日、6 月 9 日の２回の集まりをもって、

それまでの様々な意見や議論を参照し

ながら各委員が手分けして書いた文章

をとりまとめて提言書を作成しました。

（提言書の詳細は p.42）

提言書の提出
　そして、'06 年６月 29 日に、中村座長、

青羽・野田委員が、提言書を市長に提

出しました。

　小委員会からの提言書の原案、掲示
ボードの設置方法、協働管理運営方式
の詳細についての説明がありました。
多数決で可動式掲示ボードに
　弧状にレイアウトされた掲示ボードを

どうするか、設計者より固定・数削減、

可動など７つの案が提示されました。

　しかし「輪っかのコンセプトがでてき

たのがとても唐突」（中野委員）との感

想が多く、WSG に持ち帰って議論した

いという意見も出ましたが、「いつも持っ

てきたり持って帰ったりして」いて「結

局は少人数で決めてしまうという感じ」

がある（谷口委員）との意見もあり、ス

ケジュール的に難しいから、グループ選

出委員が一任されているとして多数決が

行われ、最終的に全面固定案と全面可

動案（ただし掲示ボードは収納機能の

ない簡易型）の間で決選投票が行われ

て、９対６で可動案に決定しました。

さいたま市型協働管理運営組織の議論
　小委員会の議論を経た案として、①

管理運営を基礎管理と応用管理・運営

に分ける、②応用管理・運営を有給専

従スタッフを雇用する経営グループと市

民が参加する評価グループに分ける、

第７回整備検討委員会

　管理運営組織、開館時間等の基本的
方針、施設配置が議論され、小委員会
作成の提言書起草案が説明されました。
さいたま市型協働管理運営方式発案
　前回の議論を受けて、公営・民営の

どちらでもない「さいたま市型協働管理

運営方式」の原案を小委員会の議論を

踏まえて粉川委員が提案しました。

　その基本的考え方は、センターの事

業企画運営・利用ルール策定等の企画

的業務等の応用管理・運営と、受付や

設備管理・清掃等の基礎管理に分け、

応用管理は市民と行政が協働して担い、

基礎管理は市が担うというものでした

（右図参照）。さらに、協働組織の構成

について、市民主体の協働運営組織に

市が業務委託する案と、市が協働運営

組織をつくり職員を雇用して運営する案

の２案が提示されました。

　管理運営を２つに分けることは基本

的に合意しましたが、その分け方につい

て、例えば受付は応用管理にすべきで

ないか（大庭委員）などの意見が出まし

た。また、市民主体案は理想的だが市

組織案の方が現実的だという意見（平・

青羽委員）も出され、もう少し議論して

いくことにしました。

施設配置計画が提示されたが…
　前回承認された機能ゾーニングを踏

まえ、弧状に掲示ボードが配置される

案＊１が設計者から提示されました。ス

ケジュール的に厳しいので、この回の委

員会で決めたいとのことでした。しかし

掲示ボードの配置はデザインが優れてい

て良いとの感想も少なからずあったもの

の、死角の発生や大規模イベント時に

邪魔だとの意見も多く、専門知識をもつ

WSG 市民メンバーの意見も聞いて後日

決めることに落ち着きました。

（2006 年 4 月19 日：市民活動ひろば）

提言書の提出

第６回検討委員
会に提出された
粉川委員提案の
運営組織モデル

提言書案で示さ
れた、「市民活動
サポートセンター
の 基 盤となる６
つの機能」のイ
メージ

＊１：設計者（RIA) の提案で、８〜 10
階の公共３床に、「新しいまちづくりの
流れ」をつくりたいと考え、「友情の輪」
を象徴する「輪」を設けた。９階では、
中庭を中心にした「交流の輪」を意識し
て、掲示ボードを弧状に配置した。なお、
この時点では掲示ボードは箱状となって
いて表面の扉を開けるとパンフレットな
どを収納できる計画となっていた。

③応用管理・運営組織に市民参加の流

動性を高める、④応用管理・運営を外

部組織に担わせる場合にコスト削減にと

らわれない、⑤長期的視野をもてる組

織とする、が提案されました。(下図参

照）

　この案について、応用管理・運営を担

う組織の選定方法を透明にし固定化を

避ける必要がある、評価グループの客

観性の確保が難しい（五藤委員）など

の疑義も出され、一方で指定管理者制

度で基礎管理を外すことが可能かとい

う制度的課題も呈され、「そこまで皆さ

んの議論が煮詰まっていない」（粉川委

員）という判断で、提言書では組織図

案を記載しないで「基本計画の策定ま

でには何とか片をつけたい」（矢ヶ崎委

員）とすることを確認しました。

　評価については、「もっと大きい意味

の条例＊１を作った時に、さいたま市の

市民活動の主体的なことを決めていくた

めの委員会を作るという案」（支援室）

もあるとし、委員が賛同しました。

（2006 年 5 月17 日：市民活動ひろば）

ワークショップ各グループの活動

　スケジュールに追われつつも、なんと

か検討委員会、さらに市に提案を提示

し、一定程度は意見が反映されたこと

に安堵する反面、このままでは「時間が

ないから」ということで十分な議論が行

われずに計画が進められてしまうのでは

ないか、との声も出ました。

　また、個々のグループで議論している

だけではなく、グループ全体で議論を

共有しようという動きも生まれ、グルー

プの垣根をこえて会合に参加し合うこと

も５月中頃から始まりました。

第 6 回検討委員会で示された施設配置計画案

＊１：「市民活動の推進及び協働の促進に関す
る条例」を指す。

2006 4 April  5 May  6 June

第８回整備検討委員会に続く     P.48

市長に提言書を説明する検討委員会メンバー

［協働の 760 日］　Act I ［協働の 760 日］　Act I

第７回整備検討委員会で議論されたさいたま市型恊働管理運営組織のモデル図




